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骨材再生プラントの設計と製作を通じた環境経営工学的実用化研究

1 .はじめに

筆者は社会基盤整備における構造物をつくるための

もととなる材料，すなわち建設材料についての教育と

研究に携わっている.学士課程教育課程における建設

材料についての教授内容は、材料の性質とその適切な

利用方法がおよそ一般的であろう.またその上で，学

生は最終年次における卒業研究，および大学院進学後

の研究において実際の課題解決のための物性の探究や

新しい素材 ・材料の開発，およびそれらを実現可能と

する技術の開発を目的とした学究を行っている.

筆者が研究指導している複数の学生らは，コンク リ

ー ト材料という「もの」を共通の対象物とし，マテリ

アノレベースの研究グルーフ。を構成していた.具体的に

は，コンクリート材料の破壊や損傷 ・劣化といった問

題を解決するために、ある学生はその物性を調べ、あ

る学生は計測技術を開発し、またある学生はそれらの

成果を見越した新たな材料の開発をといった具合であ

る.つまり，大問題を解決するために派生する小問題

をそれぞれ分担して解明していく作業が行われていた

そこでは，基礎研究，要素研究，および実用化研究が

別個のものとして存在し，実験やゼミなどにおける協

働を通じた連携はあるとはいえ，それぞれの学生が持

つ目的意識はやはり学生聞に隔たりがあったといえる

そこで筆者は，これを工学教育上の課題であると認

識し， エンジニアリングデザイン，あるいはプロジェ

クトベース研究を取り入れた教育の実践に取り組むこ

ととした。

2.方法

クツレープにおける個別の研究目的 (小問題の解決)

が同一の最終目的 (大問題の解決)にし、かに関わって

いるのかを学生らに理解させ，これが学生聞による共

同研究であるとしづ認識と，共通目標達成のための個

別目標達成のモティベーションを向上させる必要があ

る.

また，実験における協働や実験データの共有，およ

び解析や結果の検討における連携を通じて， 個別の小

問題の解決の達成に加え，共通の大問題の解決に対す

る相互の寄与を確認し合うことで，より大きな達成感

を得られるように考慮した.

2.1プロジェクト (大問題)の共通理解
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建設業による産業廃棄物の内，およそ 4割を廃コン

クリー トが占めている.平成 12年には3，500万トン

の排出量があり，持続可能な社会を実現するためとし

て同年に成立した建設資材リサイクル法で、は、分別解

体 ・再資源化の実施義務を要する品目の一つに指定さ

れている。

そこでここでは，使用済みコンクリートの廃棄にか

かる社会環境問題に対し，廃コンクリートより骨材を

再生して再利用 (Reuse)・循環利用 (Recycle)し，

廃棄物の減量化 (Reduce)して解決を図る骨材再生プ

ラン トの実用化フ。ロジェク トをベースと した.このプ

ロジェクトは，九州地域戦略産業イノベーション倉u出

事業として，側)九州産業技術センターより受託した九

州内地場企業数社との産学連携共同研究である

さらに本プロジェク トでは，再生された骨材は構造

用コンク リートの素材として再利用可能な高品質な骨

材を製造すること、またそれらが市場において安価に

提供できること、さらに再生処理において省エネノレギ

ーで二次的な環境負荷が極めて低いことを達成目標に

設定している。

よって，このような条件を満たすような再生骨材を

製造するためのプラン トを設計し，製作することが大

問題として設定されていることをまず学生らに明確に

示した.学生らには先述の研究体制を含めて， このプ

ロジェク トを実施・ 受託するに至った背景や絶樟，研

究計画など， 申請書 ・契約書も含めて可能な限りにお

いて実際の文書を公開し，産学問の打合せには可能な

限り同席させて傍聴させ，また時として意見を出させ

たこともあった1)

2. 2個別研究課題(小問題)の理解

目的達成の技術要件を満たすに有望なパルスパワー

技術は， 他学科(専攻)に浪平らの研究グループによ

って開発研究が行われていたものである 2) したがっ

て，本プロジェク トは産学共同研究であると同時に，

学内共同研究でもあり，そして学生聞の共同研究であ

るということも強調した.

そこで図 1に示すように，設計 ・製作しようとする

プラン トのスケッチにおいて，学内にある別の研究グ

/レープ同士がどのように役害11分担して，また共同して

取り組んでいるのか，あるいは今後し、かに協調 ・連携

しなければならないのかを明示した.






